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藤沢市立新林公園ほか２４公園指定管理者募集要項 

 

はじめに 

本市では、環境保全、景観、レクリエーション活動、防災などの多様な機能

をもち、市民に安らぎや潤いを与える緑の公共空間として、公園緑地の整備を

進めており、現在までに３１６箇所の公園緑地を開設し、自然とのふれあいの

場や人々の交流の場、健康増進のための運動の場として、多くの市民の皆様に

利用されているところです。 

一方、市民ニーズの多様化や施設の老朽化、維持管理費の増大等の課題が生

じていることや、コロナ禍によって、公園の価値が見直され、市民一人ひとり

の心豊かな生活を支える役割も期待されるなど、今後、「公園」という場所に対

する市民ニーズは、更に高まっていくことが予想されています。 

平成１５年９月の地方自治法の一部改正により指定管理者制度が新たに設け

られたことから、本市の公園管理につきましても、更なる市民サービスの向上

をめざし、業務の効率化を図り、市民の皆様の多様なニーズに応えるべく、平

成１８年度から指定管理者制度を導入し、現在１２公園の管理運営を行ってい

ます。 

次期指定管理に向けては、更に多様化するニーズに民間事業者のノウハウを

活かしながら、効果的で効率的に対応するため、既存の１２公園の指定管理に

加えて、新たに近隣公園等のトイレがある１３公園を対象施設として追加し、

維持管理等の経費の節減、市民サービスの向上を図るとともに、地域の特性を

活かしながら、公園の質を高め、より魅力的なオープンスペースとしていきた

いと考えています。  

ついては、現指定管理者の指定期間（５年間）が令和５年度末をもって終了

することに伴い、効果的で効率的な管理運営を図るため、令和６年度からの５

年間について指定管理者の募集を行うものです。 

 

 

Ⅰ 施設の概要等 

 １ 設置の目的 

新林公園ほか２４公園は、それぞれ総合公園、風致公園、地区公園、近隣公

園、街区公園、緑地として計画設置されたもので、このうち、新林、大庭城址、

片瀬山、湘南台、遠藤、神台、翠ヶ丘の各公園は周辺施設も含めて指定緊急避

難場所（大規模火災）として位置づけられており、引地川緑地についても災害

時の避難路としての機能を有する緑道としても位置付けられています。 
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また、桐原、遠藤、湘南台、西浜、辻堂南部及び引地川親水の各公園には市

民の身近なスポーツ活動の場として、運動施設が設けられています。 

 

 ２ 施設の概要 

施設名 

供用開始年月日 

 

種別 

所在地 

供用済面積 

新林公園 

昭和 55 年 3 月 31 日 

総合公園 川名字新林４１１番１ 

１６．１６ha 

大庭城址公園 

昭和 60 年 3 月 31 日 

総合公園 大庭字城山６３２３番地 

１２．５８ha 

片瀬山公園 

昭和 48 年 4 月 1 日 

風致公園 片瀬三丁目２８００番１ 

２．８７ha 

引地川親水公園 

平成 9年 4月 1日 

地区公園 大庭字中沢６５１０番 

１６．１４ha 

桐原公園 

昭和 42 年 4 月 1 日 

近隣公園 桐原町５番 

１．７０ha 

遠藤公園 

昭和 60 年 8 月 1 日 

近隣公園 遠藤字南大平６３９番２ 

 

２．０６ha 

湘南台公園 

昭和 51 年 5 月 1 日 

近隣公園 湘南台七丁目１６番 

２．６５ha 

神台公園 

平成 24 年 3 月 31 日 

近隣公園 辻堂神台一丁目６番２ 

１．００ha 

西浜公園 

昭和 43 年 2 月 10 日 

近隣公園 片瀬海岸三丁目１番３０ 

０．７１ha 
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辻堂南部公園 

昭和 58 年 3 月 31 日 

近隣公園 辻堂西海岸三丁目７１８１番

８ 

１．９８ha 

境川緑地 

昭和 48 年 4 月 1 日 

緑道 大鋸二丁目４７番１他 

０．３９ha 

引地川緑地 

昭和 45 年 4 月 1 日 

緑道 鵠沼海岸二丁目～湘南台二丁

目地内他（竜宮橋～湘南台橋

他） 

８．１１ha 

伊勢山緑地 

昭和 26 年 5 月 20 日 

都市緑地 藤沢四丁目 6297 番 1 

０．８７ha 

 

烏森公園 

昭和 34 年 4 月 1 日 

街区公園 

 

鵠沼神明二丁目 907 番 

０．６１ha 

 

柄沢公園 

昭和 39 年 4 月 1 日 

街区公園 

 

藤が岡三丁目 20 番 

０．２６ha 

円行公園 

昭和 49 年 3 月 31 日 

近隣公園 湘南台三丁目 6番 

０．８８ha 

翠ヶ丘公園 

昭和 51 年 4 月 1 日 

近隣公園 

 

西富字西原 593 番 2 

２．３６ha 

小糸台公園 

昭和 57 年 3 月 31 日 

近隣公園 大庭字七塚 5055 番 18 

１．５７ha 

御殿辺公園 

昭和 59 年 3 月 31 日 

近隣公園 藤沢二丁目 2089 番 1 

１．１２ha 

二番構公園 

昭和 60 年 8 月 1 日 

近隣公園 大庭字二番構 5528 番 

０．９７ha 

舟地蔵公園 

平成 1年 4月 10 日 

近隣公園 大庭字小糸 5143 番 

１．４８ha 

天神公園 

平成 4年 4月 1日 

近隣公園 天神町二丁目 14 番 

０．７０ha 
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なかむら公園 

平成 17 年 9 月 1 日 

近隣公園 石川一丁目 29 番 36 

１．３４ha 

宮ノ下公園 

平成 31 年 4 月 1 日 

近隣公園 柄沢一丁目 20 番地の 1 

１．６５ha 

下土棚遊水地公園 

令和6年 1月 4日（予定） 

地区公園 下土棚字大下 1274 番 2 

２．８３ha 

 

※施設の詳細、供用日、供用時間については、「藤沢市立新林公園ほか２４公園

指定管理者管理運営仕様書」内１３ページ以降の別紙１「藤沢市立新林公園ほ

か２４公園施設の概要」を参照してください。 

 

 

 

Ⅱ 指定管理にあたっての条件 

  １ 指定管理者が行う業務の内容   

※詳細については、「藤沢市立新林公園ほか２４公園指定管理者管理運営

仕様書」を参照してください。 

 (1) 公園施設の維持管理業務 ・・・・・・・・・・ 仕様書 P5～P9 

 (2) 公園愛護会等に対する支援業務 ・・・・・・・  仕様書 P9 

 (3) 有料公園施設等管理運営業務 ・・・・・・・・ 仕様書 P9～P11 

 (4) 公園施設の設置目的を効果的に達成するために必要な業務 

      ※仕様書以上の提案や独自の自主事業の提案も可能です。なお、事業

を実施するにあたっては本市と協議の上、承認が必要です。 

 

  ２ 管理運営に要する経費 

 (1) 有料公園施設の利用料金等 

有料公園施設の利用に係る料金は、指定管理者の収入とします。条例の定

める額の範囲内で利用料金の設定をすることとします。なお、設定にあたっ

ては、本市の事前承認が必要であり、高齢者・障がい者等に対する減額又は

免除規定が「藤沢市有料公園施設等使用規則」に定められています。 

次に、指定管理者が自主事業を行う場合には、自主事業参加者が支払う料

金等を自らの収入とすることができます。この場合、指定管理者は事前に自

主事業の実施について本市の承認を得るものとします。 
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(2) 指定管理に係る経費 

本市は、管理運営に係る経費から利用料金収入見込額を差し引いた額を、

各年の予算の範囲内で年度毎に締結する協定により定めた方法により指定

管理料として支払います。 

【指定管理料】 

本市からの指定管理料については、３９６,１６９,０００円／年を上限と

します。本施設の指定管理者への申請を検討される際の参考にしていただく

ため、直近５年間の指定管理料をお示しいたします。 

令和元年度 ２３４,３９０,４００円 

令和２年度 ２３６,９７７,９８９円 

令和３年度 ２３６,１８９,６８９円 

令和４年度 ２３４,９９１,１３０円 

令和５年度 ２３６,２８１,７９９円 

※お示しした金額は現在指定管理にて管理運営を行っている１２公園の金額

です。（新林公園、大庭城址公園、片瀬山公園、引地川親水公園、桐原公園、

遠藤公園、湘南台公園、神台公園、西浜公園、辻堂南部公園、境川緑地、

引地川緑地） 

※指定管理料提案額の算出にあたっては、消費税１０％として計算してくだ

さい。なお、消費税率の変更があった場合には、その時点で、指定管理料

の修正（税率変更分の反映）を行います。 

※２年目以降の指定管理料については、実績を踏まえ、協議の上、年度協定

の中で定めるものとします。 

※本市は、提案された指定管理料に基づき、予算調製を行います。その後、

本市議会における予算の議決を経て、年度協定において確定します。その

ため提案額が必ずしも保証されるものではありません。また、本市議会に

おける予算の議決がなされないときは、年度協定が成立しない場合があり

ますので、年度協定が必ずしも保証されるものでもありません。 

※本市は、指定管理者が人件費・事務費等経費の削減など経営努力により生

み出した余剰金について、本市の要求水準を満たしながら管理及び事業を

実施する範囲内においては、原則として返還を求めません。また、本市は

指定管理者の運営に起因する不足額については、原則として補填を行いま

せん。 

※人件費、物件費、物価変動に伴う経費の増額分については、１６ページの

別紙１「藤沢市と指定管理者とのリスク分担表」基づくものとします。リ

スク分担表に記載がない場合については、協議することができるものとし
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ます。 

 (3) 会計帳簿の明確化 

指定管理者は、指定管理業務に係る経費及び収入は、法人等自体の口座と

は別に専用の口座を設け管理するとともに、会計帳簿を明確にしてください。 

   

  ３ 指定期間 

２０２４年（令和６年）４月１日から２０２９年（令和１１年）３月３１

日までの５年間とします。 

         

  ４ 指定管理者業務の継続が困難になった場合の措置 

(1) 指定管理者は、指定管理業務の継続が困難となった場合、またはその恐

れが生じた場合は、速やかに本市に報告しなければなりません。 

(2) 指定管理者の責に帰すべき事由により適正な施設管理が困難となった場

合、またはそのおそれがあると認められる場合は、本市は指定管理者に

対して改善勧告を行い、期間を定めて改善策の提出及び実施を求めるこ

とができます。この場合において、指定管理者が当該期間内に改善する

ことができなかった時には、本市は指定管理者の指定を取り消すことが

できます。 

(3) 指定管理者が本市の指示に従わないときや、指定管理者の財務状況が著

しく悪化するなど指定管理業務の継続が困難と認められる場合は、本市

は指定管理者の指定を取り消すことができます。 

(4) (2)または(3)により指定管理者の指定を取り消され、本市に指定管理者

の債務不履行による損害が生じた場合には、賠償の責を負うこととなりま

す。 

(5) 本市又は指定管理者の責に帰することができない事由により指定管理業

務の継続が困難となった場合には、本市と指定管理者は指定管理業務の

継続の可否について協議することとなります。 

 

 

 

Ⅲ リスク分担 

指定管理業務に関するリスク分担については、１６ページの別紙１「藤沢

市と指定管理者とのリスク分担表」のとおりです。ただし、定めのない事項

または不測のリスクが生じた場合は、本市と指定管理者が協議の上、決定す

るものとします。 
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Ⅳ 応募の手続き 

  １ 申請書類 

(1) 指定管理者指定申請書（別紙３藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手

続等に関する条例施行規則第１号様式（第２条関係）） 

(2) 藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則第２

条第２項に定める書類 

ア 事業計画書（別紙２「藤沢市立新林公園ほか２４公園指定管理者候補者

の選定に係る審査評価基準表」を参照し、審査評価基準表の評価項目ご

とに作成してください。） 

別紙２「審査評価基準表」番号 

Ⅰ－１（1）指定管理者制度への理解 

（2）管理運営の基本方針 

Ⅰ－２（1）団体の適性 

（2）財務面の健全性・安定性 

（3）管理運営実績 

Ⅱ－１（1）施設利用の促進 

（2）サービスの向上 

（3）平等な利用の確保 

（4）利用者意見等の把握 

Ⅱ－２（1）施設・設備の維持管理 

Ⅱ－３（1）防犯・防災対策 

（2）緊急時の対応 

Ⅱ－４（1）人員体制 

（2）収支予算書 

（3）効率的な運営 

Ⅱ－５（1）情報の管理体制 

（2）SDGｓ・環境配慮・人権擁護・受動喫煙防止 

（3）暴力団排除 

Ⅱ－６（1）関係機関・団体との連携 

（2）市内経済活性化への配慮 

（3）公園内植栽の維持管理 

（4）自主事業について 

（5）地域貢献実績 

Ⅲ－１（1）業務要求水準との適合性 

（2）特色ある提案 

（3）提案の実現性 
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※指定管理者の業務の一部を再委託する場合には、その業務、予算額及

び受託団体の概要を記載してください。 

なお、地域経済の活性化及び市内企業育成のため、業者選定などをす

る場合、市内企業を優先することにご協力をお願いいたします。 

※障がい者差別解消法に向けた取り組みについても記載してください。 

イ 収支予算書 

上記を基本に必要事項を盛り込み、指定期間５年間分を作成してくださ

い。 

ウ 指定を受けようとする団体の概要を記載した書面（法人等に関する資料） 

（ア）法人等の組織図、代表者・役員等の構成（略歴及び複数の役職を

兼務する場合は、兼務状況を記載してください。） 

（イ）指定申請の日に属する事業年度の前年度及び前々年度における収

支決算書類、法人税確定申告書類、財産目録（公益法人にあって

は、公益法人会計基準に準拠した決算書類） 

（ウ）最新の定款、寄付行為、規約その他これらに準ずる書類及び登記

簿謄本（申込日前６月以内のもの） 

（エ）直近２か年度分の国税（法人税、消費税及び地方消費税）、県税

（法人県民税・事業税）、市税（法人市民税、固定資産税）の納

税証明書 

エ 指定を受けようとする団体の活動実績を記載した書面 

（ア）法人等が行っている事業概要、経歴、実績 

（イ）公園施設（有料公園施設含む）管理及び樹木等育成管理業務に係

る実績（当該実績がある場合のみ） 

     ※本市が必要と認めるときは、追加資料の提出を求める場合があ

ります。 

              

  ２ 提出書類の著作権等 

(1) 申請者が提出した書類に著作物が含まれる場合は、その著作権は申請団

体に帰属します。ただし、指定管理者の審査選定及び手続きのために必

要な場合は、本市は当該著作物を含む申請書類等を無償で複製使用でき

るものとします。 

(2) 提出された申請書類等については、市民から公開を求められた場合、当

該申請者の意見を聞いた上で藤沢市情報公開条例に基づき判断するもの

とします。 
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  ３ 応募の条件 

(1) 公の施設の管理を行うにあたり、市民の平等な利用を確保することがで

きる団体等であること。 

(2) 事業計画書の内容により、当該管理を行う公の施設の効用を最大限に発

揮させることができ、かつ、その管理に係る経費の縮減を図ることがで

きると認められる団体等であること。 

(3) 事業計画に沿った公の施設の管理を安定して行うことができる物的能力

及び人的能力を有している団体等であること。 

(4) その他、公の施設の設置の目的を達成するために必要な能力を十分に有

している団体等であること。 

(5) 申請資格 

法人その他の団体（以下「団体」とする。）もしくはそれらを構成員と

するグループ（以下「グループ」とする。）であり、公園における管理

運営の経験を有していること。なお、個人の申請は不可とします。 

※ グループによる申請の場合は、１団体以上が上記の経験を有してい

ること。また、任意のグループ名称をつけ、その名称で申請し、代表の

団体を決めてください。本件に関する連絡等は、代表の団体に対して行

います。なお、代表・構成員の変更は認めません。ただし、特別な事情

が認められ、審査の公平性及び業務遂行上支障がないと本市が判断した

場合には、変更を認める場合があります。 

 

４ 欠格事項  

応募の時点において、応募者は、次の欠格事項に該当しない団体等(再委託

先を含む)に限るものとします。 

(1) 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づき更生手続きをしている

法人等 

(2) 民事再生法(平成１１年法律第２２５号)の規定により再生手続きをして

いる法人等 

(3) 法人税、法人住民税及び法人事業税、消費税及び地方消費税、所得税並

びに本市に事業所を有する場合には、当該事業所の用に供している資産

に係る固定資産税を滞納している法人等、正当な理由なくこれらの税に

係る申告を行っていない法人等又は正当な理由なく個人住民税の特別徴

収を行っていない法人等 

(4) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定(一般競争入札の参加資格)に該

当する法人 

(5) 暴力団又はその構成員として次に該当する法人等 
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ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団(以下「暴力団」という。) 

イ 暴力団又はその構成員(暴力団の構成団体の構成員を含む。)若しくは暴

力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある

法人等 

ウ 暴力団の構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経

過しない者を役員に含む法人等 

(6) 役員に破産者又は禁固以上の刑に処せられる者がいる法人等 

(7) 本市が行う指名競争入札において参加停止措置を受けている法人等、若

しくは本市競争入札参加資格者指名停止措置要綱の別表に該当する事項

を過去３年に渡り発生させていないこと。 

(8) 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取り消しを受け

たことがある法人等 

(9) ２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けており、必要な措置の実

施について労働基準監督署に報告が終わっていない法人等 

 

５ 提案を受ける内容 

(1) 指定期間において効果的で効率的な管理運営を行う提案 

(2) 施設利用の促進及びサービスの向上を図るための提案 

(3) 施設を活用した緑化啓発普及事業を効果的に実施するための提案 

     

６ 募集要項等の配付場所 

    藤沢市役所 分庁舎６階 都市整備部公園課 

 

７ 募集要項等の配付日 

２０２３年（令和５年）７月１９日（水）～８月１８日（金）までの午前９

時～午前１２時、午後１時～午後５時（土・日・祝日除く） 

※本市のホームページからもダウンロードすることもできます。  

掲載場所は、ホーム > 教育・文化・スポーツ > レジャー・スポーツ > 公

園・広場 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/kyoiku/leisure/koen/index.html 
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８ 質問の受付 

募集要項及び仕様書等の内容に関する質問のある場合は、次の期間内に電子

メールで提出してください。 

(1) 受付期間 

２０２３年（令和５年）７月１９日（水）午前９時～７月３１日（月）午

後５時まで 

(2) 受付方法 

質問書（様式自由）に質問事項をまとめ、団体名、質問者氏名、電話番号、

メールアドレスを記入の上、電子メールで提出してください。その際、件

名（タイトル）を「藤沢市立新林公園ほか２４公園指定管理者の質問」と

してください。また、不着防止のため、電話でのご連絡もお願いします。 

※募集要項などの資料名や質問関連ページを記載いただくなど、何の項目

かがわかるように明記してください。 

送り先メールアドレス fj2-kouen@city.fujisawa.lg.jp 

(3) 回答方法  

２０２３年（令和５年）８月１０日（木）に本市のホームページ上で回答

します。 

掲載場所は、ホーム > 教育・文化・スポーツ > レジャー・スポーツ > 公

園・広場 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/kyoiku/leisure/koen/index.html 

 

９ 申請書類の提出 

(1) 申請書類の提出先  

藤沢市役所 分庁舎６階 都市整備部公園課 

(2) 受付日時  

２０２３年（令和５年）７月１９日（水）～８月１８日（金）までの午前

９時～午前１２時、午後１時～午後５時 

 

(3) 提出方法 

申請書類等は受付期間内に上記提出先に直接持参した上で、電子データ（CD

又は DVD）でも提出してください。その際、必ず提出前にウイルス対策ソ

フト（メ―カー指定なし）で提出用媒体のウイルス感染の有無をチェック

し、ウイルス感染が無いと確認したものを別紙４の「ウイルス検査済証明

書」と共に提出してください。郵送や電子メール、ＦＡＸ等のみによる提

mailto:fj2-kouen@city.fujisawa.lg.jp
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出は認めません。 

(4) 提出部数 

・指定管理者指定申請書      正本１部 

・事業計画書           正本１部 写し８部 

・法人等に関する資料等      正本１部 写し８部 

 

10 留意事項 

(1) 本市に提出された申請書類等は、理由の如何を問わず返却しません。 

(2) 一度提出した申請書類等の内容を変更することはできません。 

(3) 申請に関して必要となる費用は、すべて申請団体の負担とします。 

     

 

Ⅴ 指定管理者の選定 

指定管理者候補者の審査選定にあたっては、「藤沢市公園指定管理者審査選

定委員会の設置に関する規程」に基づき設置する「藤沢市立新林公園ほか２

４公園指定管理者審査選定委員会（以下「審査選定委員会」という。）」にお

いて藤沢市情報公開条例第６条第２号及び第３号の規定に基づき非公開で行

います。 

審査選定にあたっては、提出された申請書類及び事業計画書等に関する申

請者からのプレゼンテーションをもとに別紙２「藤沢市立新林公園ほか２４

公園指定管理者候補者の選定に係る審査評価基準表」により行い総合的に判

断し、本市議会の議決を経て、藤沢市長が指定します。なお、指定後速やか

に告示します。 

１ 審査（書類審査、プレゼンテーション及び申請者へのヒアリング）    

提出された書類及び専門委員による財務分析結果の報告を基に、委員長及

び各委員が審査を行います。 

また、申請者によるプレゼンテーション及び申請者へのヒアリングを実施

します。（プレゼンテーション２０分以内、ヒアリング２０分程度、出席人数

は５名までとする。）ただし、提出された書類等に基づく内容に限ります。申

請者が多数の場合、プレゼンテーション及びヒアリングについては、書類審

査で上位３者の団体・グループに行うものとします。審査結果に基づき、指

定管理者候補者第１順位及び第２順位（次点）を決定し、その結果は、申請

者全員に文書で発送予定です。 
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２ 指定管理者候補者第１順位者及び第２順位者決定後の手続き 

  指定管理者候補者第１順位者については、本市議会の議決を経て指定する

ことになります。協議により合意に達しない場合、あるいは指定後に取消し

または辞退となった場合は、第２順位者と協議を行い、候補者として決定後、

本市議会の議決を経て指定することになります。 

 

３ 審査点の基準 

評価点数の配点は、５点を基本とし、３点を基準点とします。なお、合計

点の算出にあたり、審査項目ごとに１～２倍の係数を設定します。 

各委員の合計点の平均が１０８点（６０％）に満たない場合は、指定管理

者の候補者から除外します。また、団体の基本的要件において、１項目でも

委員の平均点が２点以下となった場合は、候補者となることはできないもの

とします。 

審査項目については１８ページの別紙２「藤沢市立新林公園ほか２４公園

指定管理者候補者の選定に係る審査評価基準表」を参照してください。 

 

 

Ⅵ 指定管理者指定後の手続（協定の締結） 

業務内容に関する細目的事項、指定管理料に関する事項、管理の基準に関

する細目的事項について、協定を締結します。 

１ 基本協定の締結 

指定管理者として選定された法人等は、議会の議決後、市と協議を行った

上で、基本協定を締結します。 

原則申請時の内容をそのまま実施することとしますが、審査選定委員会で

意見が付された事項等については、改めて市と指定管理者との間で協議した

後、指定期間における施設の運営管理に関して必要な事項を定める基本協定

を締結します。 

 

２ 年度協定の締結 

指定管理者の指定の議決後、基本協定に基づき、各年度の予算の議決を条

件に、当該年度の事業や市が支払う指定管理料に関する事項等について定め

る年度協定を締結します。 
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Ⅶ スケジュール（予定） 

２０２３年（令和５年） 

７月１９日（水）～８月１８日（金）募集要項等配付 

７月１９日（水）～７月３１日（月）質問受付 

８月１０日（木）            質問に対する回答 

７月１９日（水）～８月１８日（金）申請受付 

９月下旬              プレゼンテーション及びヒアリング 

１０月上旬            選定結果の通知及び公表 

１２月              指定管理者の指定の議決（予定） 

 

２０２４年（令和６年）              

１月中旬                         指定管理者の指定の告示（予定） 

３月上旬                         基本協定の締結 

３月                             業務引継ぎ 

（※指定管理者に変更がある場合） 

４月１日                         年度協定書の締結 

指定管理者による指定管理開始 

 

 

Ⅷ 管理運営開始後のやりとり 

  主なやりとりは次のとおりですが、協議等による様式の決定や提出後の承

認等が必要な場合があります。 

１ 年間事業計画書 

  毎年度開始前に、当該年度の執行体制、事業実施計画、収支計画、その他

必要な事項を記載した年間事業計画書を提出していただきます。各年度協定

締結後、速やかに指定管理者としてのノウハウに支障のない範囲で事業計画

書をホームページ等で公表してください。また、事業計画書上の内容を実行

してください。 

 

２ 事業報告書 

  毎年度終了後に、当該年度の施設の利用状況、事業実績、収支報告、その

他本市が管理運営の状況を把握するために必要な事項を記載した事業報告

書を提出していただきます。本市の確認後、速やかに指定管理者としてのノ

ウハウに支障のない範囲で事業報告書をホームページ等で公表してくださ

い。 
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３ モニタリング及び藤沢市公の施設指定管理者評価 

  管理運営業務に関して、本市と指定管理者相互にモニタリングを行うとと

もに、指定期間中に１回、藤沢市公の施設指定管理者評価委員会による評価

を行うことがあります。 

 (1)モニタリング 

指定管理者が、「施設・設備の維持管理」、「業務運営及びサービスの質の

向上」などを中心に仕様どおりの管理運営を行っているかどうかのチェッ

クを本市及び指定管理者の双方で行うものとします。モニタリングは毎年

度行うものとし、年度における実施時期は、本市は半期毎（年度中に２回）

に、指定管理者は四半期毎（年度中に４回）に行うものとします。 

 

(2)藤沢市公の施設指定管理者評価委員会評価 

本市が求めた場合に、藤沢市公の施設指定管理者評価委員会を開催し、

本市及び指定管理者に対するヒアリングなどによる調査に基づき、指定管

理者が提供する管理運営サービスの質を客観的な立場から総合的に評価す

るものとします。藤沢市公の施設指定管理者評価委員会による評価の時期

は、３年目に行うものとします。評価結果は「本市議会」に報告するとと

もに、市ホームページ等により一般に公開することになります。 

 

(3)監査 

    管理運営業務に関して、本市の監査事務局による監査が行われることが

あります。この場合、指定管理者は監査に協力するものとします。 

 

 

Ⅸ 問い合わせ先 

    藤沢市役所 都市整備部 公園課 管理担当 

    住     所 〒２５１－８７５５ 神奈川県藤沢市朝日町１番地の１  

    電     話 ０４６６（５０）３５３５ 

    Ｆ  Ａ  Ｘ ０４６６（５０）８４３９ 

    メールアドレス fj2-kouen@city.fujisawa.lg.jp 

 

以   上 

mailto:fj2-kouen@city.fujisawa.lg.jp
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藤沢市と指定管理者とのリスク分担表 

項目 リスクの内容 
負担者 

藤沢市 
指定管
理者 

管理運営費の上
昇 

人件費、物件費、物価変動に伴う経費の増   ○ 

金利変動による管理運営費の上昇に伴う経費の増   ○ 

法令の変更 

協定書締結時に考慮されていない指定管理者制度に直
接関係する条例、規則改正その他の制度変更に伴う経
費の増 

○   

施設の管理運営にかかる一般的な法令変更による経費
の増 

  ○ 

税制度の変更 

施設の管理、運営に大幅に影響を及ぼす税制変更による
経費増（消費税等） 

○   

施設の管理、運営に係る一般的な税制変更による経費増
（法人税等） 

  ○ 

行政上の理由に
よる事業変更等 

行政上の理由により施設の管理運営業務の継続に支障
が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場
合における経費及びその後の維持管理経費の増及び収
入の減 

○   

指定管理者の提
案に基づく業務
内容の変更に伴う
経費の増加 

指定管理者の提案に基づく指定期間中の業務内容の変
更に伴う経費の増及び収入の減 

  ○ 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、騒乱、
暴動、その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも
期すことのできない自然又は人為的な現象）による施設・
設備の復旧にかかる経費 

○   

不可抗力による施設の利用制限に伴う利用料金収入の
減少及び事業の中断等 

協議事項 

需要変動 需要変動による収入の減   ○ 

事業の中止・延期 

年度協定締結以降の藤沢市の指示によるもの ○   

指定管理者の業務不履行・放棄・破たん   ○ 

業務水準の不適
合 

業務の水準が協定書等に定めた要求水準に不適合   ○ 
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施設・設備 
の損傷 

指定管理者の責めに帰すべき事由の場合の修繕費用等
の増及びそれに伴う事業の中断等 

  ○ 

指定管理者の瑕疵によらない施設・設備の損傷に伴う修
繕費用等で見積額１件１００万円以上のもの 

○   

指定管理者の瑕疵によらない施設・設備の損傷に伴う修
繕費用等で見積額１件１００万円未満のもの 

  ○ 

指定管理者の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に伴
う施設の利用制限による利用料金収入の減及び事業の
中断等 

協議事項 

備品の購入 
備品の新規購入及び指定管理者の管理瑕疵によらない
経年劣化等における備品の買替 

協議事項 

施設利用者 
への損害 

指定管理者の責めに帰すべき事由の場合（不適切な施
設管理により利用者等がケガ等をした場合） 

  ○ 

上記以外の場合 ○   

第三者への損害 

指定管理者の責めに帰すべき事由の場合（不適切な施
設管理により騒音、振動等が発生し、第三者に損害を与
えた場合） 

  ○ 

上記以外の場合 ○   

保険加入 
施設の火災保険 ○   

賠償責任保険・損害保険   ○ 

地域住民・施設利
用者への対応 

地域住民との協調   ○ 

施設管理・業務内容に関する住民及び施設利用者から
の苦情・要望への対応 

  ○ 

上記以外の場合 ○   

資金調達 

藤沢市から指定管理者への経費の支払い遅延によって
生じた事由 

○   

指定管理者から再委託業者への経費の支払い遅延によ
って生じた事由 

  ○ 

書類の誤り 
提案書、事業計画書、事業報告書等の指定管理者が提
出した内容の誤りによるもの 

  ○ 

指定期間満了時 
の費用 

指定期間満了時又は指定を取り消された場合の撤収費
用及び引き継ぎに関する費用 

  ○ 

 

 

 



別紙2

区分 審査の基準 評価項目 評　価　の　視　点 配点 一次評価 二次評価 係数 得点

(1) 指定管理者制度への
理解

(1)指定管理者制度の目的や趣旨をよく理解し
ているか

5 1 5

(2) 管理運営の基本方針
(2)施設の設置目的や基本理念をよく理解し、藤
沢市緑の基本計画に基づき、管理運営の基本
方針を確立しているか

5 1 5

2 管理運営能力 (1) 団体の適性
団体の種別、経営理念・方針、組織基盤・体制
は、当該施設の指定管理者としてふさわしいもの
か

5 1 5

(2) 財務面の健全性・安
定性

管理運営を安定的に行うための経営基盤を有し
ているか

5 1 5

(3) 管理運営実績 同種又は類似の施設の管理運営実績はあるか 5 1 5

1 施設の効用の
発揮

(1) 施設利用の促進
施設の利用を促進させる具体的な提案がされて
いるか、また、その内容は適切か

5 1 5

(2) サービスの向上
新たなサービスの具体的な提案がされている
か、また、その内容は適切か

5 1 5

(3) 平等な利用の確保
市民等の平等な利用の確保のための考え方・方
策は適切か

5 1 5

(4) 利用者意見等の把握
利用者の意見、要望、苦情等の受付及びこれら
に対応する体制は確立しているか

5 1 5

2 施設の管理 (1)施設・設備の維持管理 施設や設備の維持管理計画は適切か 5 2 10

3 危機管理体制 (1) 防犯・防災対策 防犯や防災への取り組みは確立されているか 5 1 5

(2) 緊急時の対応
事故、災害その他の緊急事態が発生した場合の
体制は確立されているか

5 2 10

4 人員体制・経費 (1) 人員体制
労働法令への遵守や雇用・労働条件への適切
な配慮がされており、当該業務の執行体制、人
員配置、勤務割振り、研修計画等は適切か

5 1 5

(2) 収支予算書
管理運営経費は適正に算定されているか、ま
た、収支予算書の内容は適切か

5 1 5

(3) 効率的な運営
管理運営経費の縮減を図る具体的な提案がさ
れているか

5 2 10

5 市の施策への
理解

(1) 情報の管理体制
情報公開・個人情報保護への取組は確立され
ているか

5 1 5

(2) SDGｓ・環境配慮・人
権擁護・受動喫煙防止

SDGｓ・環境配慮・人権擁護・受動喫煙防止の
取組は確立されているか

5 1 5

(3) 暴力団排除 暴力団排除への取組は確立されているか 5 1 5

6　特記項目
(1) 関係機関・団体との連
携

他部門、他機関（関係団体、地域住民）との連
携の維持・促進のための考え方・取組等は適切
か

5 2 10

(2) 市内経済活性化への
配慮

業者発注を必要とする業務について、市内業者
への発注等、市内経済の活性化への配慮がさ
れているか

5 2 10

(3) 公園内植栽の維持管
理

樹木等が良好に育つ環境を維持しつつ、美観や
景観に配慮した計画的な維持管理計画となって
いるか

5 2 10

(4) 自主事業について

自主事業の企画・実施にあたり、公園施設を一
体的または連携して活用するなど、効果的な事
業実施について、十分な実績があるか、または
期待できるものか

5 2 10

(5) 地域貢献実績
地域貢献の取り組みに十分な実績があるか、ま
た、その経験を事業に活かすことが期待できるか

5 2 10

１ 提案内容
(1) 業務要求水準との適
合性

管理区域、業務範囲、その他市の提示する条件
等について漏れなく適確な把握をされた提案と
なっているか

5 1 5

(２) 特色ある提案
各項目の提案を通じて、団体の特色を生かし
た、創意工夫がある提案となっているか

5 2 10

(３) 提案の実現性
各項目の提案に矛盾がなく、着実で安定的な、
実現可能性のある提案となっているか

5 2 10

130 計 180

◎一次評価欄・・・　　一次評価として書類審査を行う場合又は書類審査のみで評価を行う場合に使用(5段階評価で記載）

◎二次評価欄・・・　　プレゼンテーション審査を行う際に、一次評価をもとに見直しを行い最終評価を記載する欄として使用(5段階評価で記載）

◎配点基準・・・・・　　たいへん優れている…５点　　優れている…４点　　普通…３点　　やや劣る…２点　　劣る…１点

◎係数欄・・・・・・・　　施設の特性等により、重要視する評価項目がある場合に使用

  ※団体の基本的要件において委員のニ次評価の平均点が２点以下となった場合には、候補者となることはできないものとする。               

  ※委員全員の合計得点の平均が満点の60％(108点）を下回る場合には、候補者となることはできないものとする。

藤沢市立新林公園ほか２４公園指定管理者候補者の選定に係る審査評価基準表

I
 
 

団
体
の
基
本
的
要
件

1 指定管理者であ
るための基本的理
解

Ⅱ
　
事
業
計
画
書

Ⅲ
　
提
案
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第1号様式(第2条関係) 

指定管理者指定申請書 

年  月  日 

 

 藤沢市長 

申請団体 

所在地 

名 称 

代表者の氏名          印 

電話番号 

 指定管理者の指定を受けたいので，次のとおり申請します。 

指定を受

けようと

する団体 

名 称 
  

事務所の

所 在 地 

  

管理を行おうとする

公 の 施 設 の 名 称 

  

添 付 書 類 
□ 事業計画書     □ 団体の概要説明書 

□ 団体の活動実績書  □ 

 

(事務処理欄) 
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年  月  日 

藤沢市長 

所在地 

事業者名 

代表者名              

 

ウイルス検査済証明書 

 

納入（持込）媒体及びファイルにつきまして、次のとおりウイルス検査を実施した結果、

媒体内に格納したファイルについて、ウイルス感染していないことを証明します。 

 

協 定 名  

協 定 期 間      年   月   日 ～    年   月   日 

媒 体 の 種 類  

検 査 年 月 日      年   月   日 

ウイルス対策製品 

製 品 名  

パターン

ファイル 

番 号 更新日 

      年  月  日 

検 査 実 施 者 

団体等名  

氏 名  

 

※ この検査済証は、１媒体につき１枚を各媒体に添付して提出すること。 

 

 

 

 

 


